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学 校 教 育 
１ 小・中連携教育推進事業 

小学校と中学校の教職員が連携し、義務教育９年間にわたる学校生活や学びの連続性を大切にした学校づく

りを目指すとともに、相互の学校が家庭や地域と連携・協力することにより、児童生徒の豊かな人間性や社会

性を育み、今日的な教育課題を解決することを目的とする。 

 

２ 幼・保・小連携推進事業 

教職員が互いに保育・教育や幼児児童の発達の特性を理解することで、子どもの学びの連続性を意識した

教育活動を実施し、保育園・幼稚園から小学校への円滑なつながりを図る。 

 

３ 地域教育力活用事業 

教育課程内の学校教育活動において、地域に在住する知識・経験の豊かな人を指導協力者として活用する

ことにより、地域と学校の連携を図り、教育活動を充実させる。 

 

４ 学校評議員制度 

教育に関して理解や識見をもつ保護者や地域の人の中から選出された学校評議員が、校長の求めに応じて、

学校の教育目標、教育計画や地域との連携の進め方など学校運営について意見を述べ、学校・家庭・地域が連

携・協力しながら、地域や社会に開かれた学校づくりの推進を図る。 

 

５ 学校教育研究事業 

  学習指導要領の趣旨を生かした創意ある教育活動の推進を図り、教育活動全体の充実及び発展を図る。 

（１）本市の教育課題を解明する研究 

ア 先進的教育研究モデル校（通称：Ｌ21研究校） 

新しい時代の学校教育のあるべき姿を目指し、新教育課程の実現と先進的で魅力ある学校を創造するた

め小・中学校をリードする先駆的・開発的な研究を推進し、その研究成果を各学校に広め、本市学校教育

を充実・発展させる。 

イ 支援教育推進校 

学校教育において、個別に配慮を必要とする児童生徒が、自己の力を十分発揮できるよう、一人ひとり

の能力、特性等に着目した教育を推進し、その教育実践の成果を各学校に広め、支援教育を充実・発展さ

せる。 

ウ 授業改善研究推進校 

   学習指導要領の趣旨を生かした教科等の授業改善に焦点を当て、教材の工夫や開発等、創意工夫のある

授業改善の実践研究を進め、本市学校教育を充実・発展させるとともに、教科等研究の拠点校的役割を担

う。 

エ 小中一体型連携教育研究校 

一体型校舎の利点を生かし、小・中学校が互いに共働しながら行う小・中連携教育の在り方を探るとと

もに、義務教育９年間に行われる教科等の授業や児童生徒指導の在り方について研究し、学習及び学校生

活のつまずき解消への方策を探る。 

（２）学校課題を解明するための研究 

 ア 特色ある学校教育研究校 

本市学校教育推進の基本構想に基づき、学習指導要領の趣旨を生かし各学校の実態に即した研究主題を

設定し、創意工夫に満ちた実践研究を通して、地域に根ざした特色ある学校の創造に努め、本市学校教育
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を充実・発展させる。 

イ 校内研究推進校 

各学校において学校教育目標の達成、課題解明及び意図的、計画的、組織的な実践を通して研究を推進

し、教師一人ひとりが確かな実践力を身に付け、その資質向上を図ることにより、児童生徒の豊かな人間

性を育む。 

（３）今日的教育課題に対応した実践活動 

ア 防災教育実践研究校 

    相模原市学校防災計画を指針として、地域の特性や学校の実態等を踏まえ、地域に根ざした学校防災体

制の整備を図るとともに、防災教育の一層の深化充実に向けた実践研究を進め、本市の学校防災教育の向

上を図る。 

  イ 人権・福祉教育推進校 

    人権・福祉教育の諸課題について、人権教育指導資料「ひらく」の活用のための教材開発並びに指導

方法の推進を委託し、その成果を本市の人権・福祉教育に反映させる。また、人権・福祉教育の指導方

法等に関する改善・充実に努め、教職員の人権感覚の醸成を図る 

  ウ 人権・福祉教育実践校 

    各学校の日常的な人権教育、福祉教育の実践活動を支援し、その充実を図るため人権・福祉教育実践

校を委託する。 

 

６ 教育課程研究会 

学習指導要領の趣旨に基づいた各教科・領域のねらいにふさわしい指導方法の研究・開発を進め、教員の

資質と能力を高める。また、小・中連携や９年間の学びの系統性を視野に入れ、小・中学校双方の教員間で

子ども観や指導観を共有していく。 

 

７ 国際教育 

国際化が急速に進む現代社会においては、社会の変化に対応できる資質・能力及び国際感覚を養うことが求

められている。広い視野で物事を考え、進んで国際社会に参加し、世界の人々と協力・共生していくためには、

それぞれが自らの国の伝統・文化に根ざした自己を確立できるよう図るとともに、異文化を学び、異なる文化

をもつ人々を受容することのできる態度を育てる必要がある。 

このために本市では、国際教育及び英語教育の充実に努めている。また、海外帰国及び外国人児童生徒等に

対して、日本語指導等の充実により社会生活への適応を支援している。 

（１）外国人英語指導助手(ＡＬＴ)の公立幼稚園、小・中学校への配置 

中学校における「英語の授業」や小学校における「外国語活動」の時間をはじめ、学校生活の様々な場面

で、ＡＬＴと触れ合い、英語を使ってコミュニケーションを図り、児童生徒の英語力を向上させることや国

際理解と協調の精神を養うことを目的に、全ての小・中学校にＡＬＴを配置している。 

（２）授業改善研究モデル校（外国語活動） 

外国語活動の授業について、効果的な授業のあり方等について研究を行い、その研究成果を市内外に発信

することを目的とする。 

（３）中学校英語弁論大会への支援 

中学校英語弁論大会へ出場する生徒に対して、夏期休業中に外国人英語指導助手（ＡＬＴ）を配置し、ス

ピーチへの心構えや発音等の支援を行う。 

（４）夏休み児童英会話教室の実施 

夏季休業中に英会話教室を希望する小学校に対し、ＡＬＴが児童を対象に簡単な英会話、歌、ゲーム等を

行い、英語に積極的に親しむ態度を養う。 
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（５）ＡＬＴ担当者連絡会の実施 

小学校外国語活動担当及び中学校英語教育担当が一同に会することにより、各校の実状に即したＡＬＴ配

置を計画するとともに、外国語活動から中学校英語への円滑な接続を図るための情報交換及び研修を行う。 

（６）外国人等児童生徒教育 

海外から帰国した児童生徒及び外国人児童生徒が速やかに日本の生活や学校生活に適応できるように、個

別指導を中心とした体制の整備・充実を図っている（25年度）。 

ア 日本語巡回指導講師の派遣  講師数：22名 対象児童生徒数：112名 

                講師派遣回数（延）：2,401回 

イ 日本語指導等協力者の派遣  登録協力者数：40名 対象児童生徒数：61名 

協力者派遣回数（延）：716回 

ウ 外国人児童生徒教育に関わる研修会の充実  授業研究会 2回開催 

 

８ 環境教育 

 環境保全の必要性が地球規模で取り上げられている。学校教育においても「環境教育」の一層の充実が望ま

れており、本市においても、地域・家庭とともに積極的に環境問題について取り上げ、身近なところからこの

問題に関心をもち、よりよい環境づくりに参加できる人間の育成を目指した教育を推進している。 

 また｢さがみ風っ子ISO(相模原市学校版ISO)｣を平成16年度に制定し、児童生徒、教職員等が「環境にやさ

しい学校づくり」を継続して実践するよう小・中学校に拡充を図っている。 

  平成25年度は新たに小学校1校及び中学校1校が認定され、小学校22校、中学校14校の計36校が実践校

として取り組んだ。 

 

９ 学校図書館における教育活動 

学校図書館の充実と積極的な活用を図るため、司書教諭及び図書館担当教諭の実務を補佐する図書整理員を

小・中学校に配置している。 

 

１０ 少人数指導等支援事業 

 小学校では、少人数指導やティームティーチング指導等、学習におけるきめ細かな指導を展開し、中学校で

は、１年生を対象に生活環境の激変による不適応への対応と基礎学力の定着を図るとともに、各学年での教科

における少人数指導やティームティーチング指導等、学校生活全般にわたり、きめ細かな指導を展開している。

平成25年度は、小学校17校17名、中学校9校9名の非常勤講師を配置している。 

 

１１ 理科支援事業 

理科の授業において観察実験アシスタントを活用することで、観察・実験活動の充実・活性化を図るとと

もに、児童の科学的思考力を育む。 

 

１２ さがみ風っ子文化祭事業 

   児童生徒の豊かな人間性を育成するために、日頃各学校で展開されている文化的活動を奨励し、その成果の

発表を通して、児童生徒一人ひとりの知・徳・体の調和のとれた全人的な発達を目指すとともに、児童生徒の

相互鑑賞及び市民との触れ合いを図り、本市学校教育を充実・発展させる。 

 

１３ 人権・福祉教育 

人権尊重の理念に基づき、教育活動全体を通して憲法で保障されている基本的人権を大切にする教育を推進

する。 
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（１）人権・福祉教育推進校 

人権・福祉教育の指導方法等に関する改善・充実に努め、教職員の人権感覚の醸成を図る。また、人権・

福祉教育の諸課題について、先進的な取組の情報収集や指導方法を研究し、その成果を本市の人権・福祉教

育に反映させる。 

（２）学校安全教育推進事業（ＣＡＰワークショップ） 

子どもに対するいじめ・虐待・誘拐などの様々な暴力から自分自身を守るためのCAPワークショップを小

学校で実施している。また、初任者の教員向けワークショップも実施し、本事業の推進を図っている。 
 

１４ 児童・生徒指導 

児童生徒指導は、全ての児童生徒の人格のよりよき発達を目指すとともに、学校生活が全ての児童生徒にと

って有意義で興味深く、充実したものになることを目指している。 

したがって、学校の教育目標を達成する上で重要な機能を果たすものであり、学習指導と並んで学校教育に

おいて重要な意義をもっている。 

近年、いじめの未然防止、早期発見・早期対応等への効果的な対策が喫緊の課題となっており本市において

も平成25年4月に学校教育課人権・児童生徒指導班を設置し、いじめ防止月間の取組やいじめ防止フォーラム

の開催等を通して、いじめ対策の強化を図っている。また、平成26年3月に「相模原市いじめの防止等に関す

る条例」を制定し、併せて「相模原市いじめ防止基本方針」を策定した。 
 

１５ 支援教育 

支援を必要としている児童生徒の教育については、「新・相模原市支援教育推進プラン」で示された指針を

踏まえて、一人ひとりの特性や教育的ニーズに応じた教育内容・方法や環境整備の充実等、きめ細かな支援教

育の推進に努めている。 

（１）特別支援学級の状況                        （平成26年5月1日現在） 

小 学 校 中 学 校 
区 分 学校数

（校）
学級数 
（ｸﾗｽ） 

児童数 
（人） 

教員数 
（人） 

学校数
（校）

学級数 
（ｸﾗｽ）

生徒数 
（人） 

教員数 
（人） 

知的障害 68  73 246  78 32 36 154 38 

情緒障害 70  76 349 102 33 39 162 41 

肢体不自由  4   5  26   6  2  2   9  2 

病  弱  7   7   9   7  0  0   0  0 

弱  視  2   2   2   2  0  0   0  0 

難  聴  1   1   1   1  0  0   0  0 

計 70 164 633 196 34 77 325 81 

（２）就学相談体制の充実 

次年度就学児及び学齢児童生徒に対し、一人ひとりの状態及び発達段階、特性等に応じた適切な教育の場

や対応を保障するために、就学指導委員会の設置、就学相談員の配置など、きめ細かな支援を行う体制をと

り、円滑な相談活動を進めている。 

（３）支援教育支援員 

   小・中学校に在籍する教育的支援が必要な児童生徒に対して、きめ細かな支援を行う体制を充実させる

ため、支援教育支援員を配置する。 

（４）臨時介助員 

 支援の必要な児童生徒の日常生活、身辺自立の補助・介助を行うために、小・中学校に臨時介助員を配置

し、支援教育の充実を図る。 

（５）支援教育指導員 

小・中学校が行う支援教育に対し、支援教育指導員が専門的な立場から指導助言を行うことにより、各校

の校内体制の充実及びきめ細かな支援の充実を図る。                    
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教 職 員 
１ 小・中学校教職員定数の推移 

小・中学校の教職員定数は児童生徒数に応じて増減するが、小学校の教職員数は減少傾向である。一方、中

学校の教職員数は横ばい状態である。 

小・中学校教職員定数の推移（各年度5月1日現在）                  （単位：人） 

小   学   校 中   学   校   区分 

年度 校長 教諭
養護 
教諭 

栄養
教諭

栄養
職員

事務
職員

計 校長 教諭 
養護 
教諭 

事務
職員

計 

H24 72 1,686 79 13 29 80 1,959 37 1,022 44 46 1,149

H25 72 1,679 78 13 30 83 1,955 37 1,020 41 47 1,145

H26 72 1,668 78 13 28 77 1,936 37 1,022 41 47 1,147

 

２ 年齢別・男女別の教員構成（校長・教頭及び養護・栄養教諭を除く）（平成26年5月1日現在） 

※再任用 

教諭含む 

 

 

 

 

 

 

  

３ 市費小・中学校非常勤講師の任用 

教職員が相当日数の療養休暇等を与えられた場合、県費で代替教職員を任用するが、県費で任用できない場

合で、円滑な学校運営に支障をきたす恐れがある場合については、市費により任用を行っている。 

また、政令指定都市移行により平成 22 年度からは、初任者研修及び免許外教科担任解消に係る非常勤講師

について、市費により任用を行っている。 

市費小・中学校非常勤講師任用実績                     （各年度3月31日現在） 

小  学  校 中  学  校 合     計    区分 

年度 任用日数(日) 報酬額(円) 任用日数(日) 報酬額(円) 任用日数(日) 報酬額(円) 

H23 3,393.0 34,386,932 3,162.0 30,327,447 6,555.0 64,714,379 

H24 3,358.0 34,676,664 2,360.0 22,672,154 5,718.0 57,348,818 

H25 3,386.0 35,629,860 2,453.0 23,446,597 5,839.0 59,076,457 

 

４ 教員採用候補者選考試験の実施 

政令指定都市移行により教職員の人事権が本市に移譲されたことに伴い、平成 22 年度から教員採用候補者

選考試験を神奈川県教育委員会と共同で実施してきた。 

2年間の県市共同試験の結果を踏まえ、平成24年度から本市単独で採用試験を実施している。 

教員採用候補者選考試験の実施状況                          （単位：人） 

小 学 校 中 学 校 養護教諭 合   計    区分 

年度 募集数 採用数 募集数 採用数 募集数 採用数 募集数 採用数 

H23  85 96 50 48 2 4 137 148 

H24  85 83 50 48 5 6 140 137 

H25 100 96 65 72 2 3 167 171 

区 分 20歳代 30歳代 40歳代 50歳代 60歳代 計 

男(人)  155  208   92   76  19   550 

女(人)  282  298  156  221  29   986 

計(人)  437  506  248  297  48 1,536 

小

学

校 

割合(％) 28.5 32.9 16.2 19.3 3.1 100.0 

男(人)  110  145   61  162  35   513 

女(人)   90  103   65  121  10   389 

計(人)  200  248  126  283  45   902 

中

学

校 

割合(％) 22.2 27.5 13.9 31.4 5.0 100.0 
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相模川自然の村野外体験教室 
  

市内2つの体験施設「相模川自然の村野外体験教室」及び「ふるさと自然体験教室」は、小学校、中学校等に

おける教育活動としての体験学習及び集団生活を通して自然や人とふれあうことにより、児童生徒の創造性及び

主体性を培い、もって豊かな心を育む教育を推進することを目的とした施設である。 

 

１ 相模川自然の村野外体験教室（相模川ビレッジ若あゆ） 
（１）概要 

所 在 地：緑区大島3497-1  開  所：平成8年4月22日 

敷地面積：18,031.16㎡    建  物：鉄筋コンクリート造一部鉄骨造3階建 

建築面積：5,540.16㎡    延床面積：8,854.02㎡ 

 

（２）平成２５年度事業実績 

ア 利用形態別団体種類別利用状況 

学校関係 

2泊 1泊 日帰り 合 計  

団体数 人 数 団体数 人 数 団体数 人 数 団体数 人 数 

中学校 28 5,847 0 0 0 0 28 5,847 

小学校 0 0 49 4,451 15 1,292 64 5,743 

幼稚園等 0 0 13 1,042 5 247 18 1,289 

高等学校等 0 0 0 0 0 0 0 0 

合 計 28 5,847 62 5,493 20 1,539 110 12,879 

 

青少年団体等                              

宿泊利用 日帰利用 合 計  

団体数 人 数 団体数 人 数 団体数 人 数 

子ども会 19 959 4 204 23 1,163 

スポーツ少年団 53 2,205 1 18 54 2,223 

ボーイスカウト等 4 139 2 182 6 321 

鼓笛隊等 9 259 21 499 30 758 

その他 30 1,794 9 986 39 3,424 

合 計 115 5,356 37 1,889 152 7,889 

 

市内市外別利用状況                           

学校関係 青少年団体等 合計  

団体数 人 数 団体数 人 数 団体数 人 数 

市 内 109 12,860 134 6,523 243 20,027 

市 外 1 19 18 722 19 741 

合 計 110 12,879 152 7,245 262 20,769 
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イ  主催事業 

名 称 
開催年月日 

参 加 者 
対象者及び目的 内   容 

 

若あゆ 

食農体験クラブ 

H26.5.11～ 

H26.2.1 

(全8回） 

 

参加登録者数 

27家族80名 

 

延参加者数 

505名 

対象者: 小中学生とその家族 

目 的: 農業、食、いのちに対す

る理解や関心を深める。 家族間

の絆を深める。 様々なつながり

や古来から伝わる生活の知恵や

工夫に気づくと共に、新しい知識

やものの考え方などを学び取り、

生活の中で生かしていこうとす

る態度を養う。  

 

第1回 夏野菜の苗植え、豆類の 

種まき、野外炊事 

第2回 田植え、トマトの芽かき、

野外炊事 

第3回 中耕、夏野菜の収穫、 

野外炊事 

第4回 夏野菜の収穫、冬野菜の 

苗植え、種まき、野外炊事

第5回 稲刈り、ゴマ落とし、冬野

菜の観察、野外炊事 

第6回 脱穀、野菜の収穫、 

野外炊事         

第7回 小麦大麦の種まき、冬野菜

の収穫、野外炊事 

第8回 土づくり、麦踏み、 

野外炊事 

 

若あゆ大冒険 

H25.8.26～27 

 (1泊2日） 

 

参加者数 81名 

対象: 小学4年生から6年生 

目的: 豊かな自然の中で、子ども

達が協力し合い、達成感が味わえ

る体験を行う。  

2日間の共同生活を通して、 

子ども達が助け支え合い、進んで

行動できるたくましさの持てる

活動を行う。 

 いろいろな地域に住んでいる

子ども達がたくさん知り合い広

く交流を深める活動を行う。 

1日目 若あゆ冒険王 

 道のステージ 

（マウンテンバイク） 

 壁のステージ 

（ウォールクライミング） 

 空のステージ（ディスクゴルフ）

 水のステージ（竹の水鉄砲作り）

 キャンプファイヤー   

2日目 夏野菜カレー作り 

 野菜の収穫、野外炊事 

 

若あゆ 

チャレンジ教室 

 

H24.8.18 

 

参加者数 

28家族 62名 

対象: 小学1年生から3年生とそ

の保護者 

目的: 自然の村周辺の自然に親

しみ、作品を創り上げる活動を通

して親子のふれ合いを深める。 

家族で工作 

 ①小石のクラフト 

 ②竹のおもちゃ 

 ③自然の染物 

 ④木の実と小枝のクラフト    

 

 

若あゆ 

かかしフェステ

ィバル 

 

展示 

H24.9.14～ 

10.14 

かかし数 110体 

 

対象: 小・中学校、幼稚園・保育

園等 

目的: かかし作りを通して農業

活動、食農に興味関心を持たせ

る。かかしの展示・公開を通して

ビレッジ若あゆの啓発を図る。 

 市内の幼稚園、小中学校等の子ど

も達が作成したかかしを、若あゆ水

田に展示し、市民に観覧してもらう

とともに、感想をもらう。 
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２ ふるさと自然体験教室（ふじの体験の森やませみ） 

（１）概要 

所 在 地：緑区澤井936-1   開  所：平成22年4月1日 

敷地面積：3,263.01㎡     建  物：鉄筋コンクリート造3階建 

建築面積：  941.31㎡     延床面積：1,797.28㎡ 

 

（２）平成２５年度事業実績 

ア 利用形態別団体種類別利用状況 

学校関係 

2泊 1泊 日帰り 合 計  

団体数 人 数 団体数 人 数 団体数 人 数 団体数 人 数 

中学校 8 330 0 0 0 0 8 330 

小学校 1 100 29 2,313 2 174 32 2,587 

幼稚園等 0 0 4 280 3 150 7 430 

合 計 9 430 33 2,593 5 324 47 3,347 

 

青少年団体等                              

宿泊利用 日帰利用 合 計  

団体数 人 数 団体数 人 数 団体数 人 数 

子ども会 2 104 3 93 5 197 

スポーツ少年団 24 1,034 1 54 25 1,088 

ボーイスカウト等 0 0 0 0 0 0 

鼓笛隊等 0 0 0 0 0 0 

その他 33 984 9 377 42 1,361 

合 計 59 2,122 13 524 72 2,646 

 

市内市外別利用状況                           

学校関係 青少年団体等 合計  

団体数 人 数 団体数 人 数 団体数 人 数 

市 内 44 3,021 46 1,841 90 4,862 

市 外 3 326 26 805 29 1,131 

合 計 47 3,347 72 2,646 119 5,993 
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イ 主催事業 

名 称 開催日 参加者 対象者及び目的 内 容 

やませみ自然体

験スクール 

募集定員 

 12家族40名程度 

【第１回】H25.7.28 

応募者数49家族163名

当選者数 13家族 39名

参加者数 10家族 30名

【第２回】H25.11.16 

応募者数17家族 48名 

当選者数14家族 38名 

参加者数 11家族30名 

【第３回】H26.1.25 

応募者数35家族109名

当選者数14家族 51名

参加者数14家族 47名

 

対象：市内在住小中学生とその

保護者 

目的：自然への直接体験を通し

て、身近な環境についての理解

を深める。 

自然環境という共通の話題をも

つことにより、家族間の絆を深

める。 

第1回：リバーハイク、川

あそび 

 

 

 

第2回：陣馬山登山 

 

 

 

第3回：里山のくらし（薪

割り、もちつき） 

教職員のための

体験研修 

Ｈ25.8.23 

参加者数20人 

 

 

対象：市内小・中学校職員 

目的：やませみでの生活を実体

験することにより、体験活動や

施設の利用方法への理解を深

め、学校の体験学習を円滑に実

施できるようにする。 

陣馬山登山、ワークショッ

プ 

やませみＤＥア

ウトドアクッキ

ング体験会 

募集定員 

8家族30名程度 

【第１回】H26.2.8 

応募者数10家族32名 

当選者数 8家族33名 

参加者数  －  

【第２回】H26.2.22 

応募者数14家族52名 

当選者数 9家族28名 

参加者数  － 

対象：市内小中学生とその保護

者 

目的：野外料理を通して、親子

のふれあいを深めるとともに、

施設のＰＲを行う。 

 

＊2日とも降雪のため中止 

第1回：ダッチオーブン体

験（ベイクドチキンとパン）

 

 

第2回：棒まきハンバーグ

 

 

青少年相談センター 
 

１ 青少年相談センターの概要 

価値観の多様化、核家族化、人間関係の希薄化など著しい社会環境の変化は、児童・生徒の生活上にも大き

な影響を及ぼしている。様々な悩みや不安を抱える児童・生徒の数は増加傾向を示し、その内容も複雑化・多

様化している。このような状況の中で、相談専門機関として児童生徒又は保護者・教職員等に対し、援助・助

言を積極的に行い、問題の解決に努める。また、家庭・学校・地域の連携を積極的に支援する。 
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２ 青少年相談センターの主な相談・支援業務 

（１）来所相談・電話相談 

各相談室において、青少年教育カウンセラーが不登校、養育不安、友人関係等の教育相談に応じている。 
【相談者の内訳】                 

対象者 本人 教職員 保護者 その他 合 計 

人数 6,360 5 6,755 168 13,288

 

（２）学校出張相談 

青少年教育カウンセラーが、原則として小学校に週1回、中学校に週1から２回出張し、児童生徒の心理

的問題や課題等の相談に応じ、児童生徒、保護者、教職員を支援する。 
【相談者の内訳】                     

対象者 本人 教職員 保護者 その他 合計 

件数 20,861 19,986 7,935 443 49,225

 

（３）ヤングテレホン相談【専用電話】042(755)2552【Ｅメール相談】yantele@city.sagamihara.kanagawa.jp 

青少年の抱えている悩み、不安等について、青少年本人やその保護者等からの電話やＥメールでの相談に

応じている。 
【相談内容の主な内訳】 

相談内容 友人関係 話相手 
教師との

関係 
いじめ 親子関係 不登校 その他 合 計  

件数 106 40 32 59 54 40 694 1,025  

 

（４）街頭指導・相談 

青少年の非行防止と問題行動の早期発見のため、専門の相談員が地域の青少年相談員と協力して、繁華街、

公園などを巡回して指導・相談にあたる。 
【相談内容の内訳】 

相談内容 自転車二人乗 信号無視 遅刻 喫煙 その他 合計  

件数 408 235 113 8 454 1,218 

 

（５）小学校・中学校相談指導教室通室相談 

心因的な理由による不登校児童生徒が、学校以外の場での小集団活動等を通して、学校への復帰を図る場

である相談指導教室への通室相談を行う。 
 

（６）要請相談 

学校から要請を受け、青少年教育カウンセラーや指導主事が学校を訪問し、教職員等の相談に応じている。 
 

（７）スクールソーシャルワーカー（ＳＳＷ）による支援  

  平成25年度は、ＳＳＷ３名で家庭環境等に起因した不登校や問題行動を解決するために、学校や関係機関

と連携し、福祉的側面からの支援を行っている。 

   ケース数としては、新規相談件数が28件で、前年度からの継続相談37件を合わせ65件であった。 
   支援状況としては、家庭や学校、関係機関への訪問活動が延べ885回、ケース会議への参加回数が延べ408

回となっており、家庭・学校・関係機関との「つなぎ役」として、重要な役割を果たしている。 
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